
電子入札心得 

（最終改正 令和６年４月１日） 

 

 （趣旨） 

第 1 福井市電子入札システム（以下「システム」という。）により実施する入札において、福井市が

発注する競争入札に参加しようとする者（以下「入札参加者」という。）は、福井市財務会計規則（昭

和 39年福井市規則第 11号。以下同じ。）及び福井市工事執行規則（平成 8年福井市規則第 40号。

建設工事に限る。）その他法令に定めるもののほか、福井市財務会計規則第 100条第 12号に定める

入札の条件としてこの心得を遵守しなければならない。 

 

 （入札参加資格） 

第 2 入札参加者は、地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定のいずれかに

該当する場合は、競争入札に参加する資格がないものとする。 

 

 （入札保証金） 

第 3 入札参加者は、その見積もる入札金額の 100 分の 5 以上の額に相当する入札保証金を納めなけ

ればならない。ただし、福井市財務会計規則第 93条の規定のいずれかに該当する場合は、その全部

又は一部を免除する。 

 

 （公正な入札の確保） 

第 4 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54 号）等

に抵触する行為を行ってはならない。 
 
2 入札執行（開札）前に談合情報があり、当該情報どおりの開札となった場合は、談合の事実の有

無にかかわらず、落札者決定を保留する場合がある。 

 3 落札候補者決定後に談合情報があった場合は、談合の事実の有無にかかわらず、落札者決定を保

留する場合がある。 
 
4 落札者決定後に談合情報があった場合は、談合の事実の有無にかかわらず、契約の締結を保留す

る場合がある。 

 

 （入札） 

第 5 入札書は、所定の手続きにより指定された時刻までに市の使用に係る電子計算機のファイルに

記録されていなければならない。 
 
2 入札参加者は、システムに登録された適正なＩＣカードを用いて、入札手続きを行わなければな

らない。 
 
3 入札参加者は、開札日時から開札に伴う一連の手続が完了するまでは電子入札に係る電子計算

機の近辺において待機していなければならない。 
 
4 電子入札において、紙入札を行うことを承認された者が行う入札手続に係る条件については、福

井市電子入札運用基準及び紙入札承認通知書に定めるほかは、従来の紙入札の例によるものとする。 
 
5 特定建設工事共同企業体又は経常建設共同企業体（以下これらを「企業体」という。）が入札参

加者の場合は、当該企業体の代表者は、あらかじめ当該企業体の代表者を入札代理人とする旨の委

任状をすべての構成員（代表者を除く。）から徴し、入札執行者に提出しなければならない。 

 

 （入札の中止等） 

第 6 入札参加者が連合し、又は不穏な行動をなす等により、入札を公正に執行することができない

と認めるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは中止す

ることがある。 
 
2 入札において、事故（天災・地変その他やむをえない事由）が生じたときは、入札を延期し、又

は中止する場合がある。 
 
3 入札の中止等により損害が生じた場合は、市は一切の賠償の責を負わない。 

 



 （入札の辞退） 

第 7 入札参加資格の確認を受けた者又は指名を受けた者は、入札書受付締切日時前において、入札

書を送信するまでは、入札辞退届を送信することにより、いつでも入札を辞退することができる。 

なお、入札書受付締切日時までに入札書の送信がなく、辞退届の送信もない入札参加者について

は、入札書受付締切日時を経過した時をもって、辞退届の送信があったものとみなす。 
 
2 入札を辞退した者は、これを理由として以後の入札等について不利益な取扱いを受けるもので

はない。 
 
3 入札の辞退等により入札参加者が 2者未満になったときは、入札の執行を中止する（一般競争入

札及び指名競争入札において 5者以上を指名した場合を除く。）。 

 

 （入札書の書換え等の禁止） 

第 8 入札を行った者は、入札書が市の使用に係る電子計算機のファイルに記録された後は、開札の

前後を問わず入札書の書換え、又は撤回をすることはできない。 

 

 （開札） 

第 9 開札は、システム上において行い、立会いについては、地方自治法施行令第 167 条の 8 第 2 項

及び第 167条の 13に基づき、入札参加者（電子入札において紙入札を行うことを承認された者を含

む。）及び当該入札事務に関係のない職員の立会いを求めないこととする。 

 

 （入札の無効） 

第 10 福井市財務会計規則第 100条各号に該当する入札を行った者は、無効とする。 

 

 （落札者） 

第 11 入札を行った者のうち、福井市財務会計規則第 96 条の規定に基づく予定価格の制限の範囲内

での最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、次の各号に該当する場合は、当該各

号に定めるところにより落札者を決定するものとする。 
 
  (1) 福井市建設工事等に関する事務取扱要綱第 10条の規定に基づき調査基準価格を事前に定め、

落札候補者となるべき者の入札価格が当該調査基準価格を下回る場合は、落札者の決定を保

留し、福井市低入札価格調査実施要綱（平成 30年告示第 177号）に基づく調査を行い、落札

者を決定するものとする。 

  (2) 福井市財務会計規則第 96条の規定に基づく最低制限価格を設けた場合は、予定価格の制限

の範囲内で最低制限価格以上の価格をもって入札をした者のうち、最低の価格をもって入札

した者を落札者とする。 
 
2 前項第 1 号の調査基準価格を下回る価格をもって入札した者は、入札執行者の行う調査に協力

しなければならない。 

 

（再度の入札） 

第 12 予定価格の制限の範囲内の価格の入札がないときは、再度の入札を行う。この場合における入

札の回数は、初回を合わせて 2回を限度とし、再度の入札執行は、初回の開札終了後、入札執行者

の指定する時刻に行うものとする。 
 
2 福井市財務会計規則第 96 条の規定に基づく最低制限価格を設けた場合において、最低制限価格

より低い価格の入札をした者は、再度の入札に参加できない。 
 
3 本心得第 10に規定する無効入札を行った者は、再度の入札に参加できない。 

 

 （くじによる落札者の決定） 

第 13 落札となるべき同価の入札をした者が 2者以上ある時は、地方自治法施行令第 167条の 9の規

定により、電子くじ引きを実施して落札者を決定する。 

 

 （契約保証金） 

第 14 落札者は、契約金額の 100 分の 10 以上の契約保証金を、契約締結時に納付しなければならな



い。ただし、福井市財務会計規則第 112 条の 2 の規定に基づく担保の提供があった場合又は第 113

条の規定に該当する場合は、納付を要しない。 

 

 （契約の締結） 

第 15 落札日の翌日から起算して 5 日以内（福井市の休日を定める条例（平成元年福井市条例第 48

号）に定める市の休日を除く。）に契約書及び別に指示する書類を作成し（福井市財務会計規則第 109

条の 2に規定する電磁的記録により作成された書類を含む。）、市長が落札者とともに契約書に記名

押印又は福井市財務会計規則第 109条の 2に規定する地方自治法第 234条第 5項の総務省令で定め

るもの若しくは建設業法第 19 条第 3 項の国土交通省令で定めるものを講じたときに契約が確定す

る。 
 
2  契約を締結するまでに、落札者が福井市から入札参加の資格制限又は指名停止等の措置を受け

た場合は契約を締結しないことがある。 
 
3 前項の規定により契約を締結しない場合は、市は一切の損害賠償の責を負わない。 

 

 （仮契約） 

第 16 議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和 39年福井市条例第 12

号）第 2条の規定により、福井市議会の議決を必要とする契約については落札後、仮契約を締結し、

議会の議決を得たときに本契約が成立する。 
 
2 落札者（共同企業体にあってはその構成員のいずれか）が議会の議決までの間に、入札参加資格

の取消し若しくは停止されている場合又は指名停止等の措置を受けた場合は、市は仮契約を締結し

ないこと又は仮契約を解除し、本契約を締結しないことができる。 
 
3 前項の規定により仮契約を締結しない場合、仮契約を解除した場合及び議会の議決が得られず

契約を締結しない場合、市は一切の損害賠償の責を負わない。 

 

 （配置予定技術者） 

第 17 建設業法において規定されている工事現場の配置予定技術者について専任性等の確認をする

必要がある場合は契約前に実施する。 
 
2 確認の結果、適正に技術者を配置することができないことが判明した場合は、契約を締結しない

ことがある。 
 
3 前項の規定により契約を締結しない場合は、市は一切の損害賠償の責を負わない。 

 

 （総合評価方式競争入札） 

第 18 地方自治法施行令第 167 条の 10 の 2 の規定に基づき、総合評価方式による競争入札を行うと

きは、福井市建設工事総合評価方式競争入札実施要綱に基づくものとする。 


